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各都道府県における夜間を含む在宅支援サービスの整備状況とその関連要因について検討す
ることを目的とした。
全国47都道府県を対象に，既存の統計資料を用いた調査と質問紙調査を行った。調査期間は

平成17年８月から11月である。既存の統計資料からの調査内容は，一般世帯数，高齢者のみの
世帯数割合，三世代世帯数，三世代世帯数割合，共働き世帯数，共働き世帯数割合，平均寿命，
介護保険第１号被保険者数，要介護（要支援）認定者数，傷病分類総患者数，在宅以外の療養
場所数，病床在院日数などである。質問紙調査の調査内容は，夜間在宅支援サービスを含めた
在宅支援に関わる事業所数，夜間在宅支援サービスについての自由記述などである。
夜間の在宅支援サービスの中で最も少ないのは老人性認知症センターで，人口10万人対の平

均施設数は0.2（±0.1）カ所であった。また，平均訪問介護事業所数は20.3（±5.5）カ所だ
が，平均24時間対応訪問介護事業所数は2.8カ所にとどまった。高齢者人口構成割合が高いほ
ど短期入所生活介護実施事業所数，在宅介護支援センター数が多かった。要介護（要支援）認
定者数が多いほど訪問看護ステーション数，緊急時訪問看護加算届出ありの事業所数，短期入
所生活介護実施事業所数，短期入所療養介護実施事業所数，在宅介護支援センター数が多かっ
た。24時間対応訪問介護事業所数を把握している都道府県は把握していない都道府県に比べて，
65歳以上人口構成割合，75歳以上人口構成割合，三世代世帯数割合，共働き世帯数割合が高く，
要介護４認定者数，脳血管疾患患者数，悪性新生物患者数が多かった。独自の夜間の在宅支援
サービスとして，宿泊サービスを行っている自治体が５県あった。
在宅支援のニーズが高いほど在宅支援に関わる事業所数が多くなっていた。しかし，平均24

時間対応訪問介護事業所数が少なく，夜間の在宅支援サービスの整備状況は不充分であった。
今後，夜間の在宅支援サービスの量と質を含めた整備と新たなサービスの定着が課題であるこ
とが示唆された。

夜間介護，在宅支援サービス，整備状況，関連要因

Ⅰ

わが国の65歳以上高齢者人口は2050年に35.7
％に達すると見込まれ，介護は老後における最
大の不安要因となっている1)2)。介護者が介護
に要する時間では，「ほとんど終日」が27.4％

であり，要介護５では約６割が終日介護してい
る1)。
夜間介護に関する先行研究で，介護者は非介
護者に比べ疲労の自覚症状が多いこと3)，夜間
介護のため途中覚醒時間が長い場合の睡眠周期
は不安定であること4)，などが報告され，夜間
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ｎ 平均値 中央値 標準偏差 最小 最大

総人口（人）
65歳以上人口（人）
65～74歳 〃 （人）
75歳以上 〃 （人）
65歳以上人口構成割合（％）
65～74歳 〃 （％）
75歳以上 〃 （％）
三世代世帯数割合（％）2）

訪問介護全事業所数（カ所）1）

24時間対応訪問介護事業所数（カ所）1)

訪問看護ステーション数（カ所）1）

緊急時訪問看護加算届出ありの
事業所数（カ所）1）

短期入所療養介護実施事業所数（カ所）1）

老人性認知症センター数（カ所）1）

在宅介護支援センター数（カ所）1）

注 1) 人口10万人対に換算
2) 三世代世帯数／一般世帯数である。
3) 共働き世帯数／夫婦のいる一般世帯数である。

共働き世帯数割合（％）3）

短期入所生活介護実施事業所数（カ所）1）
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介護は介護者の負担が大きい。また，医療制度
改革により入院期間の短縮が進み，在宅ケア
ニーズは拡大している5)。
24時間在宅ケアを支援するサービス導入の効

果が報告され6)7)，介護者の夜間在宅支援対策
の必要性について先行研究で指摘されているが，
地域におけるサービスの整備状況を調査した研
究はない。
そこで，本研究では，各都道府県における夜

間を含む在宅支援サービスの整備状況と関連要
因について検討することを目的とした。

Ⅱ

全国47都道府県を対象に既存の統計資料を用
いた調査と質問紙調査を行った。質問紙調査は
平成17年８～11月に各都道府県の健康福祉部担
当者に対し郵送法で行った。

・世帯に関わる統計：平成12年国勢調査報告
・高齢者の状況：平均寿命（平成12年都道府県
別生命表），第１号被保険者数，要介護認定
者数（要支援含む）（平成15年介護保険事業
状況報告）

・傷病分類総患者数：平成14年患者調査
・病院の状況：病院数（平成14年医療施設調
査），病床数（平成12年医療施設調査），平均
在院日数（平成14年病院報告）
・訪問看護ステーション数：平成15年介護サー
ビス施設・事業所調査

・高齢者人口：総人口，65歳以上人口，65～74
歳人口，75歳以上人口，65歳以上人口構成割
合，65～74歳人口構成割合，75歳以上人口構
成割合（平成16年10月１日現在）
・在宅支援に関わる事業所数（平成17年３月31
日現在）：訪問介護事業所数，24時間対応訪
問介護事業所数，短期入所生活介護実施事業
所数，短期入所療養介護実施事業所数，老人
性認知症センター数，在宅介護支援センター
数，その他，自治体内で実施されている夜間
に利用できるサービス

実数は人口10万人対に換算した。高齢者のみ
の世帯数割合，三世代世帯数割合は一般世帯数
に占める割合で示し，共働き世帯数割合は，夫
婦のいる一般世帯数に占める割合で示した。分
析には統計パッケージ

を使用した。

Ⅲ

既存の統計資料を用い
た調査では47都道府県を，
質問紙調査では46都道府
県（回収率97.9％）を対
象とした。

65歳以上人口構成割合
の平均は21.4（±3.8）
％，65～74歳人口構成割
合の平均は11.6（±2.5）
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65歳以上人口構成割合（％）
65～74歳 〃 （％）
75歳以上 〃 （％）
高齢者のみの世帯数割合（％）
三世代世帯数割合（％）
共働き世帯数割合（％）
男寿命（歳）
女寿命（歳）
要介護（要支援）認定者数（人）1）
要支援
要介護１
要介護２
要介護３
要介護４
要介護５

脳血管疾患患者数（人）1）
悪性新生物患者数（人）1）
糖尿病患者数（人）1）
神経系の疾患患者数（人）1）
気管支炎・慢性閉塞性肺疾患
患者数（人）1）
脊柱障害患者数（人）1）
骨の密度・構造の障害患者
数（人）1）
糸球体・腎尿細管間質性疾患・
腎不全患者数（人）1）
骨折患者数（人）1）
病院数（カ所）1）
精神病院数（カ所）1）
病床数（床）1）
精神病床数（床）1）
全病床平均在院日数（日）
精神病床平均在院日数（日）

注 1) 人口10万人対に換算
2) 65～74歳，75歳以上人口割合：ｎ＝45，ほかの項目についてはすべてｎ＝46
3) 〃 ：ｎ＝28， 〃 ｎ＝29
4) 〃 ：ｎ＝39， 〃 ｎ＝40

三世代世帯数割合

ｎ 相関係数

共働き世帯数割合
65歳以上人口構成割合

注 の積率相関係数

把握していない 把握している

ｎ 割合(％) ｎ 割合(％)

24時間対応訪問介護事業所数1）

緊急時訪問看護加算届出ありの
事業所数
老人性認知症センター数2）

注 1) 把握している29都道府県のうち事業所数０カ所の都道府県３
2) 〃 40 〃 ０ 〃 ６

訪問介護2)
24時間
対応訪問
介護3)

訪問看護
ステーシ
ョン2)

緊急時
訪問看護
加算届出
あり2)

短期入所
生活介護2)

短期入所
療養介護2)

老人性
認知症
センター4)

在宅
介護支援
センター2)

相 関 係 数
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％，75歳以上人口構成割合の平均は9.9（±
1.9）％であった 。また，三世代世帯数
割合は共働き世帯数割合，65歳以上人口構成割
合と正の相関を認めた 。
平均訪問介護事業所数は20.3（±5.5）カ所，

24時間対応訪問介護事業所数を把握している都
道府県は29（63.0％）で，平均24時間対応訪問
介護事業所数は2.8カ所であった 。平
均訪問看護ステーション数は4.5（±1.3）カ所，
緊急時訪問看護加算届出ありの事業所数を把握
している都道府県は41（89.1％）で，平均緊急
時訪問看護加算届出ありの事業所数は3.5カ所
であった。最も事業所数が少なかったのは老人
性認知症センターで，事業所数を把握している
都道府県は40（87.0％）で，そのうち６都道府
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65歳以上人口構成割合（％）
65～74歳 〃 （％）
75歳以上 〃 （％）
高齢者のみの世帯数割合（％）
三世代世帯数割合（％）
共働き世帯数割合（％）
男平均寿命（歳）
女平均寿命（歳）
要介護（要支援）認定者数（人）1）
要支援
要介護１
要介護２
要介護３
要介護４
要介護５
脳血管疾患患者数（人）1）
悪性新生物患者数（人）1）
糖尿病患者数（人）1）
神経系の疾患患者数（人）1）
気管支炎・慢性閉塞性肺疾患
患者数（人）1）
脊柱障害患者数（人）1）
骨の密度・構造の障害患者
数（人）1）
糸球体・腎尿細管間質性疾患・
腎不全患者数（人）1）
骨折患者数（人）1）
病院数（カ所）1）
精神病院数（カ所）1）
病床数（床）1）
精神病床数（床）1）
全病床平均在院日数（日）
精神病床平均在院日数（日）

注 1) 人口10万人対に換算

把握していない（ｎ＝17）把握している（ｎ＝29）

中央値 最小－最大 中央値 最小－最大

内 容

Ａ
地域生活支援拠点整備モデル事業：老人デイサービスセ
ンターにおいて高齢者の一時的な夜間介護を行うための
緊急宿泊室の整備

Ｂ
高齢者24時間対応型モデル事業：緊急時（年12回まで）
や地域密着型サービスの本格実施を見すえ，デイサービ
スセンターにおいて夜間対応実施

Ｃ

ふれあいホーム（地域介護拠点施設）整備事業：通所介
護を中心に訪問介護と介護保険適用外のお泊りサービス
を提供（４カ所）。平成17年も４カ所整備中。事業主体
市町村

Ｄ 通所介護事業所で宿泊サービスを行っているものがある
（保険外）

Ｅ 認知症通所介護事業所にて，夜間お泊りサービスが実施
されている所あり（１カ所）

第54巻第10号「厚生の指標」2007年９月

県の事業所数は０カ所であった。平均事
業所数は0.2カ所であった。

65歳以上人口構成割合が高いほど短期
入所生活介護実施事業所数，在宅介護支
援センター数が多かった（ｒ＝0.753，
0.763）。75歳以上人口構成割合が高いほ
ど訪問看護ステーション数，短期入所生
活介護実施事業所数，短期入所療養介護
実施事業所数，在宅介護支援センター数
が多かった（ｒ＝0.604，0.821，0.705，
0.834）。高齢者のみの世帯数割合が高い
ほど訪問介護事業所数，訪問看護ステー
ション数，緊急時訪問看護加算届出あり
の事業所数，短期入所療養介護実施事業
所数が多かった（ｒ＝0.604，0.693，
0.650，0.755）。
要介護（要支援）認定者数が多いほど

訪問看護ステーション数，緊急時訪問看
護加算届出ありの事業所数，短期入所生
活介護実施事業所数，短期入所療養介護
実施事業所数，在宅介護支援センター数が多
かった（ｒ＝0.711，0.659，0.729，0.796，
0.792）。介護度別に分析した結果，どの介護度
でも，訪問看護ステーション，緊急時訪問看護
加算届出あり，短期入所生活介護，短期入所療
養介護，在宅介護支援センターでは0.4以上の
正の相関を認めた。しかし，訪問介護と要介護
３，４，５では低い正の相関であった。
脳血管疾患患者数，神経系の疾患患者数が多

いほど短期入所生活介護実施事業所数，在宅介
護支援センター数が多かった（ｒ＝0.637，
0.674，0.695，0.675）。
病院数，精神病院数，病床数，精神病床数が

多いほど短期入所療養介護実施事業所数が多
かった（ｒ＝0.877，0.795，0.828，0.822）。
全病床平均在院日数が長いほど短期入所療養介
護実施事業所数が多かった（ｒ＝0.735）。

24時間対応訪問介護事業所数を把握している
都道府県は把握していない都道府県に比べて，
65歳以上人口構成割合，75歳以上人口構成割合，
三世代世帯数割合，共働き世帯数割合が高く，

28― ―



第54巻第10号「厚生の指標」2007年９月

要介護度４認定者数，脳血管疾患患者数，悪性
新生物患者数が多かった。

夜間に利用できるサービスについて記載が
あったのは５都道府県で，モデル事業を行って
いる２都道府県を含め，いずれの県においても
宿泊についてのサービスが提供されていた。

Ⅳ

平均訪問介護事業所が20.3カ所であるのに対
し，24時間対応訪問介護事業所は約１割の2.8
カ所であった。さらに，24時間対応訪問介護事
業所数を把握していない都道府県数が17（37
％），把握しているが事業所数が０カ所の都道
府県が３あり，夜間の訪問介護サービスは整備
されていないと判断できる。深夜の介護行為時
には活動量に見合った十分な心拍数の上昇がみ
られないこと8)，夜間介護者の睡眠周期が不安
定であること4)から，夜間介護支援体制の整備
は急務である。
平均事業所数が最も少なかったのは老人性認

知症センターであった。老人性認知症センター
は平成元年厚生省保健医療局長通知9)により整
備がすすめられた事業であり，専門医療相談，
鑑別診断，治療方針選定，夜間や休日の救急対
応を行うと規定されている。要介護認定者にお
ける認知症高齢者の将来推計10)を元に計算する
と，平成17年９月現在，認知症老人自立度Ⅱ以
上の者は1,488人（人口10万人対）と推計され
る。それに対し，老人性認知症センター数は
0.2カ所（人口10万人対）であり，事業所数が
不足している。高齢者介護研究会の報告10)では，
認知症高齢者ケアの普遍化が提言されているが，
老人性認知症センターについてふれられていな
い。本調査で，老人性認知症センターは34都道
府県に，123施設設置されていた。認知症には，
早期発見と専門家に相談しやすい体制が重要10)

であり，老人性認知症センター設置の通達が発

令されてから17年経過しているが，老人性認知
症センターが果たす役割を見直し，周知を図る
必要がある。
自由記述から，都道府県が独自に提供してい
る在宅支援サービスに共通して，宿泊サービス
があった。２自治体はモデル事業として行って
いた。老人福祉法には，認知症老人等を一時的
に夜間のみ入所させるナイトケアが規定されて
いるが11)，本調査ではナイトケア実施の記載は
なかった。ナイトケアは平成元年度に規定され
ており，制度が形がい化していると考える。平
成18年度から実施された改正後の介護保険法で
は，高齢者が要介護状態となっても地域で暮ら
し続けられるよう，地域密着型サービスが創設
された12)。新たに創設される小規模多機能型居
宅介護，夜間対応型訪問介護は，夜間の介護負
担を軽減するサービスとして期待される。しか
し，新たに創設されたサービスが形がい化せず
に定着するためには，保険者である市町村を国，
都道府県が支援する必要がある。

75歳以上人口構成割合，高齢者のみの世帯数
割合が高いほど，脳血管疾患患者数，神経系の
疾患患者数，要介護認定者数が多いほど在宅支
援に関わる事業所数が多かったことなどにより，
必要に応じて在宅支援事業は整備されているこ
とがうかがえた。
主たる介護者の高齢化が進んでいること13)，

三世代世帯数割合が高いほど共働き世帯数割合，
65歳以上人口構成割合が高かったことから，三
世代世帯では働き盛りの世代の夫婦が仕事を持
ち，同居の高齢者が要介護状態となった時に介
護力不足が予想される。就労は介護負担の要因
の１つであることが指摘されており14)，女性の
社会進出の面からも，今後，共働き世帯は増加
すると思われ，さらなる夜間の在宅支援サービ
スの充実が望まれる。
要介護４または５の者は施設サービス利用が
半数を超えていることから1)，訪問介護事業所
数との相関が低かったと考えるが，夜間の在宅
支援サービスが充実していないため，家族介護
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に破綻をきたし施設入所している可能性が推測
される。今後，要介護度の高い者も在宅生活を
継続できるように，夜間の在宅支援サービスを
含むサービスの整備を行っていく必要がある。
また，渡辺ら15)の報告によると，ホームヘルプ
サービスを利用している者の特別養護老人ホー
ムへの入所率が高い傾向を示していたとされて
いることから，今後，サービス量の整備のみで
はなく，自立支援をめざした質の高いサービス
の提供となっているかの評価も必要である。
病院数，病床数が多く，全病床平均在院日数

が長いほど短期入所療養介護実施事業所数が多
かった。奥宮ら16)の報告によると，入院日数が
長いほど在宅療養移行後の介護者の介護負担が
大きい， （生活の質）やうつ状態が悪い
という結果であり，長い入院期間を経て在宅に
戻った場合，介護者の介護負担が大きいことが
推察され，ショートステイ利用のニーズが高く，
短期入所療養介護事業所数が多くなったと考え
る。また，病床数の多い都道府県は平均在院日
数も長い傾向にある17)ことから，病院数と病床
数が多いほど短期入所療養介護実施事業所数が
多くなったと考えられる。

Ⅴ

全国47都道府県を対象に夜間を含めた在宅支
援サービスの整備状況を調査した結果，在宅支
援のニーズが高いほど在宅支援に関わる事業所
数が多くなっていたが，夜間の在宅支援サービ
スの整備状況は不充分であった。今後，夜間の
在宅支援サービスの量と質を含めた整備とサー
ビスの定着が課題であることが示唆された。

本研究を行うに当たり，お忙しい中調査にご
理解ご協力いただきました各都道府県の担当者
様ならびにご助言いただきました山形県健康福
祉部長寿社会課に心より厚く御礼申し上げます。
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